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◆労働組合基礎調査～平成16年～　　12月14日（厚生労働省） 

　・労働組合員数は1,030万9千人と、前年比2.1％減。減少は10年連続。 

　・推定組織率は19.2％と、前年比0.4ポイントの低下。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～12月～　　12月15日（日本銀行）  

　・全国大企業の業況判断Ｄ．I．（「良い」－「悪い」）は製造業で22（前期26、先行き15）と7期ぶりに悪化。非製造業は

11（前期11、先行き10）。 

　・雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業で3（前期4、先行き0）。 

◆法人企業景気予測調査～10-12月～　　12月27日（内閣府・財務省）  

　・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業とも前期に比べ不足超過幅が拡大。 

◆身体障害者及び知的障害者の雇用状況について～平成16年6月～　　12月28日（厚生労働省）  

　・民間企業の障害者雇用率は1.46％。 

◆外国人雇用状況報告～平成16年6月～　　12月28日（厚生労働省） 

　・外国人労働者は、直接雇用と間接雇用をあわせて延べ312,402人。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

12月11日～1月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

第３回２１世紀出生児縦断調査　　12月22日（厚生労働省） 

～２歳半の子供の母のうち３人に１人が働く～ 
・標記調査は、2001年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観察するための追跡調査である。第３回
の調査結果によると、子供が2歳半になった時点で「有職」の母は35.0％と、子供が1歳半だった前回調査の30.8％
から増加している。 
・出産１年前に働いていた母親が、第一子が2歳半とな
った時点で無職の割合は、子供が１人の場合は54.9％
だが、2人の場合は72.6％と、17.7ポイント高い。 
・また、職種を比べてみると、出産１年前から仕事を続
けている人は、「専門・技術職」「事務職」が多いが、
この一年で新たに職に就いた人は「サービス業」や「販
売職」の割合が高くなっている。 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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表1  平成14年労働力需給制度についてのアンケート調査について 
 
労働者派遣事業関係 
 派遣元事業所 
 派遣先 
 派遣労働者 
職業紹介事業関係 
 職業紹介事業所 
 求人企業 
 求職者 
請負事業（製造業）関係 
 製造業の請負事業所 
 請負に係る発注者 
 請負に係る労働者 

 
 
派遣労働者数、売上高、兼業の状況、教育訓練、実際に派遣する労働者を決定する前に行われていることなど 
事業所の業種・労働者数、受入れ状況（人数、方針） 
就業の状況（仕事の内容、勤務時間）、賃金の状況、教育訓練など 
 
労働者数、事業形態、手数料制度など 
職業紹介機関の利用状況、手数料など 
職業紹介機関の利用状況、手数料（紹介手数料についての考え方）など 
 
請負労働者数、売上高、兼業の状況、教育訓練、指揮命令、請負を行う際に注意している点など 
請負労働者の受入れ状況、管理状況など 
就業の状況（仕事の内容、勤務時間）、賃金の状況、教育訓練など 

調　査　対　象 主　　な　　質　　問　　事　　項 

表２　民営事業所における産業別派遣又は下請従業者数 

 
全産業 
 農林漁業 
 鉱業 
 建設業 
 製造業 
 電気・ガス・熱供給・水道業 
 運輸・通信業 
 卸売・小売業，飲食店 
 金融・保険業 
 不動産業 
 サービス業 

54,912,703 
 232,112 
 47,057 

 4,943,611 
 11,126,145 
 209,393 
 3,306,027 
 17,570,547 
 1,644,664 
 917,476 

 14,915,671

1,361,160 
 1,365 
 913 

 69,748 
 338,752 
 9,277 
 70,879 
 138,296 
 29,624 
 19,420 
 682,886

2,158,264 
 4,826 
 2,215 

 206,125 
 632,537 
 8,550 

 209,438 
 433,261 
 103,469 
 27,635 
 530,208

6.4 
 2.7 
 6.6 
 5.6 
 8.7 
 8.5 
 8.5 
 3.3 
 8.1 
 5.1 
 8.1

産　業　分　類 従業者数（A） うち別経営の事業所への派遣 
又は下請従業者数（B） 

うち別経営の事業所からの派遣 
又は下請従業者数（C） 

（B+C）／A 
（％） 

（単位：人） 

資料出所：総務省統計局「平成13年事業所・企業統計調査」 

派遣労働者 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　派遣労働者については、先月号で取り上げたパートタイム労働者と同様、厚生労働省「就業形態の多様
化に関する総合実態調査」、労働政策研究・研修機構「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調
査」などにおいて、実態把握がなされています。 
　派遣労働者に関する基本的な統計としては、厚生労働省においてまとめられている労働者派遣事業の事
業報告というものがあります。これは、派遣元事業主から法律に基づき毎年度提出されている労働者派遣
事業報告書をまとめたもので、派遣労働者数、派遣先件数、売上高の状況、海外派遣の状況、派遣料金等
がわかります。 
　また、同省において、平成14年に労働者派遣事業、職業紹介事業及び請負事業（製造業）を対象とした
アンケート調査が実施されました。対象となる事業それぞれについて、労働者（職業紹介事業については
求職者）を送り出す事業所と受け入れる事業、そして労働者それぞれについて質問がなされています（表１）。 
　さらに、総務省統計局「平成13年事業所・企業統計調査」において、派遣と下請け従業者についての数
が集計されていて、派遣又は下請従業者がどの産業にどのくらい分布しているかといったことや、派遣又
は下請従業者の比率別の事業所数といったことが分かります（表２）。 
　さて、派遣労働者については、雇用主たる事業所と指揮命令者たる事業所とが異なっています。このた
め、調査項目と調査対象の関係には特に注意を払う必要があります。例えば派遣労働者の賃金を調査する
場合は、賃金が派遣元から支払われるため、調査対象を派遣元に求めることが合理的となります。厚生労
働省「毎月勤労統計調査」、「賃金構造基本統計調査」においても、派遣労働者は、もし常用労働者であ
れば派遣元の事業所の労働者として調査対象となります。 
　しかし、派遣労働者の働く環境を調査しようとする場合、実際の職場は派遣先ですので、派遣先につい
て調査することが合理的となります。 
　ちなみに、国勢調査や労働力調査などでは、派遣労働者が属する産業は派遣元の事業で決められ、職業
は実際に働く仕事の内容で決められます。派遣元の事業所の多くがサービス業に分類されていることから
例え本人が製造業の事業所で働いていてもサービス業に分類されるというような扱いがなされており、そ
の点について留意することが必要です。 
 


